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行政組織はいかに自己革新するのか 

―翻訳の連鎖からみた制度形成―1 

 

金治 宏 京都光華女子大学キャリア形成学部 

藤井 大児 岡山大学学術研究院ヘルスシステム統合科学学域 

 

1. はじめに 

本論文の目的は、いかに地方公共団体（以下、行政組織）が自己革新するのかを明らかに

することである。 

わが国では、少子高齢化や地域社会の変容、福祉ニーズの複雑化に伴い、従来の制度や

政策では対応困難な課題が顕在化している。そのため、行政組織には新たな解決策を創出

する革新が求められている。たとえば、Tanaka（1994）は「行政組織が対処すべき課題は、

多種多様な行政需要であり、その変化や増大に伴って組織の役割や活動も変容し、組織体

の改廃と新たな創出とが必要になる」（p.16）と述べている。 

 しかし、行政組織には、法令に従い、公平で安定した行政サービスを提供することが求

められる。そのため、既存の制度では対応できない問題が生じても、新たな取り組みには

法的根拠や所管、予算、手続きとの整合性が求められ、従来とは異なる解決策を生み出す

ことは容易ではない。このように、行政組織は革新が求められる一方で、それを実現する

ことが困難であるという構造的問題を抱えている。それでも行政組織は、状況の変化に応

じて自らを変革する必要がある。 

本研究では、行政組織が困難を抱えながら自ら革新を遂げたメカニズムを考えるうえで、

年齢や障害の有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域で共に福祉・介護サービスを受け

ることのできる富山型デイサービスという民間発の実践が国の制度になっていった事例に

着目する。富山型デイサービスは、NPO 法人という制度的枠組みすらない時代に、民間の

団体「このゆびとーまれ」（以下、【このゆび】）の設立者たちが手弁当で始めたものだった。

児童、高齢者、障害者福祉の垣根を超えた「ごちゃまぜ」型デイサービスは、その提供者も

利用者も、行政組織も地域住民も全く知らない手法だった。この実践が持続し、さらに制

度へと結びついていく過程では、惣万ら実践者だけでなく、利用者や家族、地域住民、行

政職員、他の民間デイサービス、メディア、政治的主体など、多様なアクターが関与した。

実践者による制度外での試行錯誤、利用者や家族による必要性の訴え、行政職員による政

策課題としての位置づけ、他の事業者への広がり、メディアによる発信、政治的な支援な

どが重なるなかで、【このゆび】の実践は社会的な認知を獲得し、富山県が既存の制度や組
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織内の手続きを見直す契機となっていった。 

この事例はしばしば、【このゆび】の代表者である惣万佳代子らのカリスマ的なリーダー

シップや、彼女らが生み出した先進的な「ごちゃまぜ」型デイサービスの優れた実践に焦点

を当てて論じられてきた。しかし、本研究が注目するのは、富山型デイサービスという新

たな実践そのものだけではなく、その実践との関係を通じて行政組織がどのように変化し

たのかである。当初、既存制度に位置づけられない活動として扱われていた【このゆび】は、

多様なアクターとの関係のなかで、地域の福祉ニーズに応える実践、行政が支援すべき事

業、さらに他地域にも展開可能な政策モデルへと位置づけ直されていった。本研究では、

この過程を通じて、行政組織自身が何を問題と捉え、どのような実践を支援し、どこまで

を行政の対象とするのかがいかに変化したのかを明らかにする。 

 

2. 先行研究と分析視角 

(1) 行政組織による自己革新の難しさ 

行政組織が自ら変革していくことが難しいのはなぜか。その理由として、行政組織が変化

に対して抑制的に働く構造を有していることが指摘されてきた。具体的には、規則や手続き

を重視する官僚制的構造、法制度や政治的統制による意思決定の制約、縦割り構造による組

織間調整の困難さなどである。行政組織は「先例踏襲・旧套墨守に傾きがちで、環境変動に

敏感に適応し旧態の刷新（innovation）をはかろうとはしない保守性をもつ」（Nishio，2001，

p.237）。 

さらに、行政組織は法制度や政治的統制の下に置かれているため、意思決定の自由度が限

定される。政策の変更や新規事業の導入には、法的根拠や予算措置、議会への説明などが必

要となる。これらは意思決定の正当性を担保する一方、迅速な対応や試行的な取り組みを困

難にする。また、対象者や政策分野ごとに所管が分かれる縦割り構造は、一つの生活課題を

複数部局にまたがって捉えることを難しくし、組織横断的な変化を抑制する要因となる

（Muramatsu，1994）。 

しかし、現実には行政組織において新たな制度や政策が生み出されている。したがって問

うべきは、変化を阻害する条件だけではなく、そうした制約を抱える行政組織が、いかなる

過程を通じて従来とは異なる問題の捉え方や行為を形成するのかという点である。 

 

(2) 行政組織の自己革新研究と組織内部への注目 

行政組織の自己革新研究は、第一に、職員の専門性や政策形成能力など組織内部の資源・

能力に着目してきた（Adachi，1989）。New Public Management において外部資源の活用が強

調された後も、行政内部に経営的発想を導入することに議論の重点が置かれてきたとの指

摘がある（Irie，2020）。 

 第二に、第一線職員（Lipsky，1980；Durose，2011）、シビック・アントレプレナー（Leadbeater 

and Goss，1998）、バウンダリースパナー（Machida，2017）など、革新を担う特定主体に注
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目する研究がある。これらの研究は、行政職員を単なる政策執行者ではなく、外部との接触

を通じて組織を変化させうる主体として捉えた点で重要である。他方、行政組織の革新を

「誰が組織内部で実現するのか」という観点から捉えると、特定の行政職員に焦点が当たり

やすく、組織外部の多様なアクターとの関係は捉えにくくなる。 

こうした限界を考えるうえで重要なのは、行政組織がそもそも外部環境に開かれた組織

体であるという点である（Tao，1990）。Muramatsu（1983）は、行政組織について「あらゆ

る組織単位が潜在的には対外交渉をうけて立つことを求められる」（p.19）と指摘する。行

政組織は、住民、地域組織、企業、NPO、他の行政機関などから情報や知識を得て、それら

との関係のなかで公共サービスを提供している。自己革新の契機となる問題設定や解決策

が組織外部で生成される場合、組織内部の主体に焦点を当てるだけでは、それらが行政組織

の変化へと結びつく過程を十分に明らかにできない。 

 

(3) 組織内外の関係への分析視角の拡張 

以上を踏まえ、本研究では、行政組織の自己革新を組織内部の主体だけから捉えるのでは

なく、外部の多様なアクターとの関係へと分析視角を広げる。とりわけ、革新の契機となる

問題設定や解決策が組織外部で生成され、それらが異質なアクターとの関係を通じて制度

へ結びついていく過程に着目する。 

 具体的には、次の三点に注目する。第一に、行政組織がそれまで捉えていなかった問題が、

利用者や家族、地域住民などの経験から明らかになることがある。第二に、既存制度では対

応できない問題に対する新たな実践が、住民組織や NPO など行政の外部から生まれること

がある。第三に、そうした問題や実践が制度へ結びつく過程には、実践者、行政職員、政治

的主体、他の事業者、メディアなど多様なアクターが関与する。また、法律、補助制度、政

策文書、実践や政策を示す名称なども、それらのアクターの行為に影響を与える。 

本研究では、これらのいずれかを制度形成を一貫して主導する主体とは想定しない。実践

者は現場の問題を把握し自由度の高い実践を生み出せるが、制度化の権限は持たない。行政

職員は問題を政策用語へ置き換え、一定の資源を動員し正当化できるが、個人の判断だけで

制度変更はできない。政治的主体は民主的正当性や制度変更を後押しする権限を持つが、現

場の課題に精通しているとは限らず、選挙や議会などの制約を受ける。個々のアクターは限

定された行為可能性しか持たない一方、それぞれ異なる強みを有している。 

重要なのは、単に多様なアクターが制度形成に関与するということではない。本研究が注

目するのは、それらが関係するなかで、問題や実践の意味、各アクターの役割、行政組織の

対応がどのように変化するのかである。この過程を捉えるため、本研究ではアクターネット

ワーク理論（以下、ANT）の翻訳概念を用いる。 

 

(4) アクターネットワーク理論 

ANT は、社会現象をあらかじめ確定された主体や構造から説明するのではなく、多様な
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アクターがどのように関係づけられるのかを追跡する理論的立場である（Callon，1986）。ア

クターは人間に限定されず、組織、制度、法律、金銭、文書、技術なども、他のアクターの

行為に差異をもたらす限り分析対象となる。 

本研究にとって重要なのが「翻訳」である。Callon（1986）は、翻訳を、アクターのアイ

デンティティ、相互作用の可能性、行為の余地が交渉され、限定されていく一般的な過程と

して捉えている。すなわち、異なるアクターが関係づけられるなかで、何が問題なのか、誰

がその問題に関わるのか、それぞれがどのような役割を担うのかが調整され、それに伴って

アクター間の関係も変化していく。 

ここで強調したい点として、翻訳は、特定の中心的なアクターが他のアクターを一方向的

に取り込んだり排除したりする過程ではない点である。Star and Griesemer（1989）は、異な

る社会世界に属する複数のアクターが、それぞれの関心に沿って翻訳を同時に進めること

に着目し、一つの必須通過点へとアクターの関心を集約するモデルに対して、複数の翻訳が

併存する多対多（many-to-many）の関係を提示した。我が国でも、Matsushima（2006）が「多

様なアクターが互いにエージェンシーを変容させながら関係性を結んでいく実践を同時並

行的に追っていく方法を用意しなければならない」（p.126）と指摘している。 

また Star and Griesemer（1989）は、この多対多の関係が無秩序に陥ることを回避する工夫

として、異なる社会世界をつなぐバウンダリー・オブジェクト（boundary object）の有用性

を指摘した。これは「多様な集団がコンセンサス無しに一緒にワークすることを可能にする

一種のアレンジメント」（Star，2010，p.602）を指す。異なる利害関心をもつアクターは、

必ずしも合意に至る必要はなく、緩やかに相互参照しながらひとつの方向性を共有するこ

とができる。本研究では、異なるアクターが問題や実践をどのように位置づけ、それぞれの

翻訳がどのようなバウンダリー・オブジェクトを介して接続され、変化していったのかを分

析する。 

他方で、異なるアクターが関係づけられる中で必ずしもひとつの方向性を辿る保証がな

い以上は、先述の通り、関係性の限定も起こりうる。とりわけ制度形成の局面では、アクタ

ーの選択と境界設定が行われ、地域で生まれた柔軟な実践を行政制度として扱うためには、

誰を対象とし、またしないのかが定められることがある。この点への着眼は Strathern（1996）

の cutting の議論によって行われている。ネットワークの関係は理論上どこまでも広がりう

るが、cutting は制度形成の前景にいたアクターが後景へ移り、その役割の一部が別のアクタ

ーや制度へ移される関係の再編成を捉える鍵概念となる。 

本研究では、制度形成を異なるアクターの関係性の再編過程と捉える上で、彼らの利害関

心がひとつの方向性にまとまることなく、それにもかかわらず行政組織の自己革新という

大きな物語を構成することはいかにして可能かを試論する。アクターらの利害関心が不揃

いでありながらもなお、彼らからの支援を得ながら守旧的な行政組織が新たな公共サービ

スを生み出すことはいかにして可能かを問うのである。 
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3. 事例分析 

本研究では、富山型デイサービスが制度化されていく過程を対象に、関連文献、富山県等

の行政資料、審議会・議会資料、新聞記事、関係者へのインタビュー資料を用いて時系列的

に整理する。そのうえで、各局面でどのアクターが関係し、問題や実践がどのように捉え直

され、それに伴って行政組織の問題認識や取りうる行為がどのように変化したのかを分析

する。 

(1) 事例の概要 

① 1990年代：制度外実践から行政課題へ 

医療の必要性が低いにもかかわらず、家庭の事情などから長期入院を余儀なくされる「社

会的入院」は、当時の富山県における重要な福祉課題であった。1991 年当時、富山県では

老人病院の割合が全国平均の 11％に対して 21％と高く、特別養護老人ホームの不足や女性

就業率の高さなどを背景として、在宅での介護が困難になりやすい状況にあった。 

こうしたなか、富山赤十字病院の看護師であった惣万佳代子らは、治療後も行き場のない

高齢者が少なくない状況を目の当たりにし、病院を退職して 1993年に無認可デイサービス

【このゆび】を開設する。「誰も断らない」という考えのもと、年齢や障害の有無によって

対象者を区別せず、高齢者・障害者・子どもを受け入れる実践であった。しかし、既存制度

に位置づけられないため行政からの支援は得られず、制度外で活動を継続した。 

当時、県内 34 カ所のデイサービスはいずれも公的補助を受けていたのに対し、【このゆ

び】は無認可施設であったため、公的支援を受けることができなかった。それでも市民から

年間約 1,000万円の寄付が集まり、利用者・家族の支持やメディアによる報道も加わって、

実践は継続された。こうした関係の広がりによって、既存制度では捉えにくかった生活上の

課題が次第に可視化されていった。 

富山県職員の小林明夫は、ケースワーカーとしての経験から地域に潜在する福祉ニーズ

を認識しており、【このゆび】をそれに応える実践として評価していた。小林らは、制度外

の活動であった【このゆび】を、既存制度では対応が難しいニーズへの具体的な解決策とし

て位置づけ直していく。ここでは、「制度に位置づけられているか」ではなく、「現実のニー

ズに応えているか」という新たな評価基準が行政内部に持ち込まれた。 

 もっとも、県庁内部では、富山型に対する見方が一様であったわけではない。小林によれ

ば、福祉専門職のなかには、これまでの制度や専門的な知識を前提として施策を考える傾向

があり、既存の仕組みから離れた対応には慎重な見方もあったという。一方、小林自身は一

般行政職として、厚生部門のほか、人事、行政改革、地方分権など複数の部署を経験してお

り、福祉とは異なる立場から意見を述べることができた。 

1996年、富山県と富山市は「在宅障害児（者）デイケア事業」を開始した。しかし、障害

児（者）の施設を対象とした制度であったため、自主事業として障害児（者）を受け入れて

いた【このゆび】は対象外であった。そこで、【このゆび】を利用していた日本てんかん協

会富山県支部の田中ひさ子ら利用者・家族は、122名分の署名を集めて富山市社会福祉課に
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提出し、【このゆび】を指定事業者として認めるよう求めた。その結果、【このゆび】は指定

事業所となり、初めて公的な支援を受けることになった。利用者一人当たり 2,100 円の運営

費補助が支給された。 

 翌年の 1997年には富山県が「富山県民間デイサービス育成事業」を創設し、【このゆび】

の運営費の補助が実現する。この育成事業では高齢者が１日５人以上利用すれば年間 180万

円を補助した。1998 年には対象の壁を取り払い、高齢者に障害者も加える全国初の手法が

とられた。高齢者と障害者を合わせて１日当たり 10 人以上利用すれば年間 360 万円を県が

補助した。児童には認可外保育所とのバランスがあるため拡大されなかったものの、縦割り

行政の壁に風穴が開いた。 

県内では【このゆび】の取り組みに共感した人びとが同様のデイサービスを各地で立ち上

げ、1998年 10月には富山県民間デイサービス連絡協議会が結成された。最初は 4事業所で

構成され、会長には惣万が就任する。会合には小林ら富山県厚生部社会福祉課の職員も参加

した。一事業所から始まった実践が複数の事業者へと広がったことで、共通の課題や要望を

行政や国に伝える基盤が形成された。 

また当時、行政改革や地方分権をめぐる議論が進むなかで、行政と民間との役割分担や

NPO の活用も県庁内で検討されていた。小林は、県庁内で NPO 法人の設立促進が進められ

るなか、民間デイサービスをその候補として担当部署の男女共同参画ボランティア課に推

薦した。同時に小林らは、2000年施行の介護保険の指定事業者となれるよう、惣万らに NPO

法人格の取得を促した。県側は定款など必要書類を下準備し、実践者が過度な負担なく法人

格を取得できるよう手続きを支援した。これにより【このゆび】は介護保険の指定事業者と

なり、NPO 法人として事業を継続する基盤が整えられた。同様の取り組みも県内に広がり、

次第に「富山型デイサービス」と呼ばれるようになっていった。 

 

② 2000 年以降：富山県による政策化と全国展開 

2000 年以降、制度形成の前景は実践者から富山県へと相対的に移っていく。介護保険の

指定事業者となった【このゆび】を含む民間デイサービスの経営基盤が安定する一方、県は

従来の個別的な育成支援から、「富山型」を政策として積極的に推進する方向へ転換した。

2002 年から「富山型民間デイサービス起業家育成講座」を実施し、理念の普及と担い手育

成を図った。この講座はその後も継続され、「富山型」の理念を普及し、新たな担い手を育

成する仕組みとして定着していった。 

こうした推進には反対や疑問も伴った。従来型施設から富山型デイサービスの専門性を

疑問視する声が出ると、県は 2004年に調査研究委員会を設置した。委員会には惣万だけで

なく、富山型に批判的な立場の既存施設関係者も参加した。作成された報告書は、富山型と

従来型双方の存在意義を認める内容となり、富山型を県庁内外で説明し、その意義を示す根

拠となった。県職員の小林も同委員会に参加し、2005 年 1 月に提出された中間報告では責

任編集を務めている。 
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さらに県は、構造改革特区を活用して国に規制緩和を求めた。2003 年の「富山型デイサ

ービス推進特区」により、介護保険法上の指定通所介護事業所における障害児の受け入れな

どが可能となり、その後、特例措置は全国へ展開された。2006 年には「富山県福祉サービ

ス推進特区」、2012年には「とやま地域共生型福祉推進特区」へと展開した。2006年 9月 15

日の北日本新聞 1面には「富山型デイ全国制度に」と題する記事が掲載されている。 

この局面では、知事の石井も重要な役割を果たした。石井は就任直後に【このゆび】を視

察し、その後は国への働きかけや全国知事会での説明などを通じて、富山型の全国展開を後

押しした。県職員による政策化、調査研究委員会による検討、知事による政治的な後押し、

さらに特区を通じた国への働きかけが重なるなかで、富山型は県内の民間実践から、他地域

にも展開可能な政策モデルとして位置づけられていった。事業所数も 1998年の 4から 2013

年には 100を超えた。さらに、北日本新聞が 2013年に富山型デイサービスを取り上げた連

載「やわらかな手で」を 82回にわたって一面に掲載するなど、富山型は地域社会に広く紹

介され、その認知を拡大していった。 

事業所の数が増加する一方、制度化に伴い、実践の柔軟性が制約される側面が生じた可能

性がある。実際、事業所数は 2018年の 130をピークに減少へ転じている。この背景には複

数の要因が想定されるが、富山型の理念を体現する実践が 2018年に「共生型サービス」と

して制度に組み込まれた点が挙げられるだろう。富山型の実践の一部が制度に取り込まれ

る一方で、従来の柔軟な運用は、報酬体系や人員配置基準、運営基準といった制度的枠組み

のもとで選択・再編成されていった。 

 

(2) 事例の分析 

本事例では、富山県は、当初は既存制度に適合しない活動として扱っていた実践を、地域

の福祉ニーズに応える解決策として捉え直すという経験をした。その中で惣万らは、高齢者、

障害者、子どもを別々の施設や事業の対象とする現場の課題を捉えて新たな実践を生み出

した。また、利用者・家族は署名活動を通じて、既存制度の対象外であった【このゆび】を

必要とする人びとの存在を行政に示し、その実践を公的に支援すべきものとして位置づけ

る契機をつくった。こうした働きかけを受け、小林ら行政職員も【このゆび】への支援を進

め、その後、同様の事業所が県内に広がり、連絡協議会も設立された。一事業者の自主的な

実践は「行政が支援すべき事業」へ、さらに「富山型」という名称のもとで、他地域にも展

開可能な政策モデルへと位置づけ直されていった。石井ら政治的主体は地方分権の進展、構

造改革特区といった機会を捉え、富山型を政治的に後押しし、国への働きかけを進めた。対

象者別の制度を越えた支援、NPO 法人化への支援、調査研究、特区を通じた国への制度変

更要求などは、既存の行政事務にはない言語を生み出す翻訳過程そのものであった。 

しかし富山型デイサービスの制度形成では、必ずしも複数のアクターによる利害関心が

一つの理解へと収斂したわけではない。たとえば、富山型デイサービスが広がるなかで、従

来型施設からはその専門性を疑問視する声も生じた。これに対して富山県は 2004 年に調査
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研究委員会を設置し、惣万らだけでなく、富山型に批判的な既存施設関係者も委員に加えた。

そこで作成された報告書は、富山型と従来型の双方の存在意義を認める内容となり、異なる

立場のアクターがそれぞれの評価を維持したまま共通に参照できる対象となった。この報

告書は、異なる翻訳を一つに統一することなく、それらを関係づけるバウンダリー・オブジ

ェクトとして機能したと捉えられる。 

また「富山型」という名称は、実践者には自らの活動を示す名称、行政には支援・普及す

べき政策、県外や国には展開可能な政策モデルとして異なる意味をもちながら共有された。

この意味で、「富山型」という名称は多元的な翻訳を関係づける共通の参照点として有用だ

った。 

他方、制度化はネットワークの単純な無限拡張ではなく、関係や役割の選択・再編成を伴

った。1990年代には、惣万らが【このゆび】を運営し、既存制度の問題を提起する中心的な

役割を担った。これに対して 2000年以降は、富山県が起業家育成、調査研究、特区申請な

どを進め、政策化と全国展開を主導するようになった。惣万らはその後も実践を続けたが、

制度形成の中心からは相対的に後退し、それまで担っていた役割の一部が行政や制度へと

移っていった。Cutting という Strathern（1996）の用語法は「関係の断絶」と呼び得る強い印

象を有するかもしれないが、惣万らは一貫して「地域共生ホーム全国セミナー in とやま」

等で中心的役割を担っており、むしろ関係性の中で自主的に存在感を後退させるという動

きを見せている。また小林の出向や石井の知事職からの退出など、行政職や政治家には避け

られないアクターの交代劇が見られることは当然である。こうしたアクターの後退が生じ

ても、「富山型」の制度的頑健性は直ちに失われたわけではない。むしろ現場の制度運用を

巡っては国の関与が増大し、特定の個人への依存を弱め既存の法律体系や介護保険制度と

の一貫性がより強固なものになった。その反面、現場の柔軟性は失われ、事務作業も増大し

た。かつての重要アクターの利害関心からみれば、こうした変化によって当初の革新の方向

性が大きく変わり、それが惣万らの後退を促したと考えられる。 

 

4. 結論 

本研究は、富山型デイサービスが民間の自主的な実践から富山県の政策、さらに国の制度

へと展開した過程を、ANT の翻訳概念を用いて分析した。その結果、制度形成は特定の実

践者・行政職員だけによって実現したものではなく、利用者等による支持や署名、行政職員

による支援、他事業者への普及、知事による政治的な後押しや国への働きかけなど、多様な

アクターによる働きかけが重なりながら進んだことが明らかになった。 

理論的には二つの点が重要である。第一に、行政組織の自己革新を、組織内部の特定主体

による変革としてではなく、組織内外の多様なアクターによる翻訳が並行して進み、それら

が関係づけられる過程として捉えた点である。富山型デイサービスの形成過程では、複数ア

クターの異なる利害関心が一つの認識に統一されたのではなく、調査研究委員会の報告書

や「富山型」という名称などを共通の参照点としながら関係づけられることで、制度形成が
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進展した。第二に、複数アクターの利害関心が併存する制度形成の過程では、新たなアクタ

ーや関係が加わるだけでなく、cutting をも伴うものだという点である。1990 年代には惣万

ら実践者が制度形成の前景にいたが、2000 年以降は富山県が政策化や全国展開を主導する

ようになった。小林の出向や石井の知事職からの退出などに加え、惣万らの自主的な後退な

ど、制度形成を担ったアクターの位置も変化した。それでも制度が直ちに失われなかったの

は、介護保険制度のなかで頑健な地位を確立したことによる。その一方で、制度との整合性

や安定的な運用が求められるようになり、当初の実践がもっていた柔軟性は制約されてい

った。しかし、それは自己革新の終焉を意味するものではない。制度化によって関係するア

クターや課題が変化し、それに応じて行政組織に求められる対応も変わっていったと捉え

ることができる。 

本事例における行政組織の自己革新は、強いリーダーや特定の行政職員が組織を一方向

的に変革する過程として描くものとは異なるものとなったと考えられるが、その限界もあ

る。本研究は単一事例に基づくため、その一般化には限界がある。また、個々の翻訳がどの

ような関係の変化を生み、再編成を促したのかについては、紙幅の制約があったとは言え、

不十分であった。複数アクターが利害関心を分散させながらバウンダリー・オブジェクトを

通じて一定のまとまりを維持するメカニズムや、制度形成にとって必要悪とも言える cutting

のあり方などはそれ独自に取り上げる価値がある重要な議論である。 

最後に本研究の理論的示唆について若干述べる。ここで問題となるのは、行政組織の自己

革新をどの時点で区切って捉えるのかという点である。行政組織の自己革新は、明確な始点

と終点をもつ変革として生じるとは限らない。むしろ、多様なアクターが出入りし、その関

係や役割が変化し続ける過程として現れる。本研究が目指したのは、こうした過程を特定主

体による合理的な成功物語として描くのではなく、個々のアクターがその時々の状況のな

かで有していた「切れば血の出るような切実な『合理性』」（Kishi，2022，p.217）に目を向

けながら、「自己革新」を、いつ始まり、いつ終わるとも知れず、変化し続ける過程として

描くことである。 

ある時点を「成功」として切り取り、そこに至る過程を特定の主体による成功物語として

描くことはそれとして意義はある。しかしアクター間の関係は制度形成後も変化し続け、そ

れに伴って制度や名称の意味も変わることもまた事実である。調査のなかでは、ある協力者

から次のような言葉が聞かれた。「今、まだ富山型とか言うとるもん、おるがや。おらちゃ、

そんなこと、もうだーれも言うとらんがに」（2025年 7月 6日インタビュー）。この発言は、

「富山型」という名称も、異なるアクターをつなぐ共通の参照点としての機能を、制度化後

に変化させている可能性を示唆している。「富山型デイサービス」の物語は完結したわけで

はない。それは、現在も異なる意味へと翻訳され続けているのである。 
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Abstract: This study examines how public organizations achieve self-transformation 

through the institutionalization of Toyama-style Day Care Services, a grassroots practice 

integrating elderly, disability, and child care. Drawing on Actor-Network Theory, the 

analysis focuses on two mechanisms: boundary objects and cutting. 

First, boundary objects—such as joint research reports and the shared label “Toyama-

style”—enabled heterogeneous actors, including practitioners, public officials, political 

leaders, and critics, to coordinate without full consensus. They stabilized diverse and 

often conflicting interpretations of the practice and supported its recognition as a 

legitimate policy model that could be promoted beyond the local context. 

Second, cutting refers to the selection and reconfiguration of relationships and roles 

during institutionalization. As the practice became formalized, the centrality of original 

practitioners receded, while administrative and political actors assumed greater control. 

Cutting therefore involved not only a loss of flexibility but also a reorganization that 

embedded the practice in legal, organizational, and funding frameworks, including the 

Special Zones for Structural Reform. 

The findings show that public organizational self-renewal depends on the interaction 

of these mechanisms: boundary objects maintain cohesion amid diversity, while cutting 

stabilizes institutional arrangements by redefining actor roles and boundaries and 

enabling the practice to endure beyond particular individuals over time. 
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